Deregulation and its Basis on Economic Theory (1) by 秋岡 弘紀 & Akioka Hiroki
規制緩和と経済理論(1) : 昨今の規制緩和論議に関
する一考察
著者 秋岡 弘紀
雑誌名 關西大學經済論集
巻 46
号 1
ページ 1-28
発行年 1996-04-30
その他のタイトル Deregulation and its Basis on Economic Theory
(1)
URL http://hdl.handle.net/10112/13705
論文
規制緩和と経済理論(1)
一昨今の規制緩和論議に関する一考察ー
秋
?
弘 紀＊
1 • はじめに
規制緩和が，わが国政府の政策中の最重要課題の一つとされてから久しい。
殊に最近においては，景気対策の最後の切り札として，それは急務であるとさ
え言われている。このように，昨今の規制緩和をめぐる論議の焦点は，もはや，
それをいつどのように断行するかという一点に絞られたかのように見える。し
かし，これら一連の規制緩和論議の過程を通じて感じることは，ややもすれば
「規制緩和＝自由＝望ましい」という表面的な図式のみが先行しており，それ
以前の根本的な問題点に関しては，厳密な理論的観点にもとづいた論議が十分
に尽くされていないのではないかという危惧である。その根本的な問題点とは，
すなわち，
① 「規制緩和」の「規制」とは一体何の「規制」であって，いかなる根拠に
もとづいてこれまでおこなわれて来たのか。
＊本論文は，印刷容量の関係で，下記のとおり分割掲載させて頂きますのでご了承下さい。
〔規制緩和と経済理論(1)〕
1. はじめに
2. 規制の経済理論
〔規制緩和と経済理論(2)〕
3. わが国における「規制」の本質
4. 産業的規制と規制緩和
5. まとめ
（以上，本号掲載）
（以上，第46巻第2号掲載）
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ということと，
②その「規制」が，なぜ今になって「緩和」されなければならないのか（①
で一旦正当化された「規制」の根拠は果たして「論破」されたのか，また「規
制」が「緩和」されればどうなるのか）。
ということの二点である。
われわれ経済学者が，規制緩和論議に何らかの判断を下すためには，少なく
とも上記の二問題を経済学的に解決することが必要となる。このことが，本論
文執筆の直接の動機である。
したがって，本論文の主旨は，規制緩和を経済学的見地から総合的に再検証
することにある。つまり，従来おこなわれてきた規制と経済理論との関係を整
理した上で，その経済学的意義を明らかにし，その規制が一転，緩和されるべ
きと主張されるに至った背景について考察をおこない，この規制緩和によって
もたらされるであろう諸帰結を予測することである。
これにもとづき，まず第2章においては，規制の経済学的意義を明らかにす
る。次に，第3章（以下次号掲載）においては，わが国においておこなわれて
いる「規制」の現状を分析し，第2章の「規制の経済理論」との論理的整合性
を検証する。本章において，「経済学的」規制と「産業的」規制とが，初めて峻
別される。そして，第4章においては，その「産業的規制」に焦点を当て，ゎ
が国経済に占めるウェイト，昨今の規制緩和論議の背景から検証されるその意
義，それが緩和された場合のミクロ・マクロ両面からの効果などを分析する。
最後に，第5章においては，ここまでの分析結果を統合することにより，規制
緩和によってもたらされるであろう諸帰結を予測し，これを結びとする。
2 • 規制の経済理論
(1)規制の定義および分類
分析を始めるにあたって，そもそも「規制」とは何であるかを明らかにして
おかなければならない。最も一般的に言えば，それは「一定の目的にもとづき，
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公的機関（政府）が，個人の活動に対して制限を加えること」である。さらに，
その目的により，この規制は「社会的規制」と「経済的規制」とに区分できる。
社会的規制とは，「国民の生命・健康の維持にかかわる安全性や環境保全を目
的として，公的機関が個人の活動に制限を加えること」であり，銃規制や医薬
品規制などがこれに含まれる。一方，経済的規制とは，「何らかの経済的目的に
もとづき，公的機関が企業活動（市場）に対して介入すること」であって，金
融の規制，流通の規制などがこれに含まれる。このうち，昨今の規制緩和論議
の対象となっているのは（あるいは，対象となり得るのは），後者の経済的規制
のみであることは，その定義からして明らかであろう。
しかし，実際問題として，現行の規制をこのどちらかに厳密に区分すること
は容易ではない。なぜならば，安全性や環境保全といった目的と同時に，経済
的な目的をも併せ持っているという規制の例が少なからず見受けられるからで
ある。この点については第4章で詳述する。
(2)経済学における規制の存在理由
では，経済学において，上記の経済的規制は，いかに根拠付けられるものな
のであろうか。本節では，まず，何の規制も存在しない状態，すなわち「自由
放任」の状態の下における市場機構が，経済学においてどのように評価されて
いるかについて述べた後，いかなる場合に，この「自由放任」が「規制」され
るべきなのかについて整理することとする。
①経済学における市場機構の評価
周知のように，経済学とは，「効率的な資源配分」の追求を第一義とする学問
である。効率的な資源配分がおこなわれている状態とは，パレート最適な状態，
すなわち，「他の誰かを不利にすることなしには，もはやある者を有利ならしめ
ることの不可能な状態」をいう。市場機構を，「私利私欲のみを追求する各経済
主体が，財の需要者または供給者として，全く自発的に取引をおこなう場」，す
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なわち上記「自由放任」の究極形と定義すれば，意外にも，この市場機構は，
いくつかの条件付ではあるが，前述パレート最適な状態を達成可能なことが知
られている。
(a)公的機関 ("socialplanner")による全面的資源配分ー「規制」の究極形一
このことを明らかにするため，はじめに，市場機構によらず全く「作為的」
に，このパレート最適な状態を実現することから考える。つまり，公的機関が，
この状態を強制的に実現しようとした場合，いかなる条件が必要となるかを分
析する。すなわち「規制」の究極形である。その後，ここで得られた「社会的」
な最適化条件と，市場機構において各人が自らの「私利私欲」を追求しようと
した場合の，「個人的」な最適化条件とを比較するのである。
問題を特定化するため，今井他 (1971),Malinvaud /林訳 (1981),および
奥野・鈴村 (1988)にもとづき，これを一般均衡モデル州こより示すと以下のよ
うになる。
m種類の財， n人の消費者， r社の企業からなる経済がある。今，この経済
に，独裁的な権限を持ったある socialplannerが，「社会」全体のために，上記
のパレート最適な資源配分の状態を実現しようとしたとする。もちろん，ここ
では，彼以外の各経済主体の自由意思は全く認められない。彼のすべきことは，
下記の制約条件付最大化問題の解を求めることである。
max U1 (x11, …, X1;, ・・・, X1m) 
x,,y, 
(i =1, ・・, n ; j = 1, ・・, m; k = 1, 
subject to 
r) (2 -1) 
U1 (x11, Xu, X1m) =江 (i = 2, . , n) 
（以上計n-1本の制約条件式群： 2-2) 
n r n 
~Xu=~Yki +~Xu 
i•1 k•l i•l 
(j = 1, m) 
?
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（以上
fk (yki, …, Ykl• ・・, Ykm) = 0 
（以上
ただし，
U1 (・) : 第 i番目の消費者の効用関数
計m本の制約条件式群： 2-3) 
(k = 1, ・・, r) 
計r本の制約条件式群： 2-4) 
Xu: 第 i番目の消費者の消費する第 j財の量
Yki : 第K番目の企業の投入・産出する第 j財の量
〔産出時： YkJ>〇；投入時： YkJ<〇〕
(i = 1 , ・・, 
(j = 1'・・・, 
(k = 1, ・・, 
n) 
m) 
r) 
豆：第 i番目の消費者の家計が初期に持っている第 j財のストック（定
数）
fk (・）= 0: 第K番目の企業の生産関数 (k = 1, ・・, r) 
上記最大化問題の意味を簡潔に示すと次のようになる。まず，上式の主旨は，
パレート最適の定義にもとづき，他のn-1人の消費者の効用を変化させない
という制約条件 (2-2式群） の下で，第1番目の消費者の効用 (2-1式）
を最大化することである。ただし， socialplannerとしては，この他に，各財の
需給均衡を示す制約条件 (2-3式群） と，投入と生産の技術的関係を示す制
約条件 (2-4式群） とを賦課する必要があるので， これらを賦課している。
上記制約条件付最大化問題に， Lagrangeの未定乗数法を適用する。 2-1式
および2-2~4式群より， Lagrangian関数Lは，
L =U1 (xu, …, Xii, …, X1m) 
n 
+~,li {U1 (xu, …， Xu, …, X1m)-Ui} 
i•2 
n _ r n 
(~xu+~YkJ-~xlJ) i・l k•l i•l 
? ??
?
??
?
?
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＋合μkは (ykl,…, Yki• …, Ykm)} (2-5) 
となる（ただし，ふ， PJ,μkはLagrangian乗数である）。
2-5式より，最適化の 1階の条件は次のとおりである。
入i(aU,/axu)-PJ=O (i=l, …, n ; j = 1, …, m; ふ=1) 
（以上計nm本の 1階の条件式群： 2 -6) 
Pげ μk(afk/ aykj) = 0 (j = 1, ・・, m ; k = 1, ・・, r) 
（以上計rm本の 1階の条件式群： 2 -7) 
2-6, 2-7式群は，前述の制約条件付最大化問題の解，すなわちパレー
ト最適な資源の配分状態 (xu*,YkJ*)が満たすべき条件を示している丸
これらの条件は一体何を意味しているのであろうか。
まず， 2-6式群より， Lを消去すると
MRS1J1e= (aU1/ axu) / (aUi/ axu) =Pe/ Pj 
（以上： 2 -8) 
を得る。
ただし， MRS,.m ：第 i番目の消費者にとっての，第いけの第j財に
対する限界代替率
(i = 1, …, n; j, .€=1, …, m; jキ.e)
2-8式群は，各消費者にとっての任意の 2財の限界代替率が，それぞれの
財の Lagrangian乗数の比に等しくなければならないことを示している。各財
のLagrangian乗数は，全消費者に共通であるので，結局，この 2財の限界代替
率は，すべての消費者について均等でなければならない。
同様にして， 2-7式群より，
MRSkJ/e= - (afk/ ayke) / (afk/ ayki) =Pe/ Pi 
ただし， MRSk,J/e
（以上： 2 -9) 
：第K番目の企業にとっての，第.e財の第 j財に対
?
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する技術的限界代替率 (k= 1 , r• J'.e = 
1, …， m; jキ.e)3) 
2-9式群は，各企業にとっての任意の 2財の技術的限界代替率も，その財
のLagrangian乗数の比に等しくなければならないことを示している。したが
って，この 2財の技術的限界代替率は，すべての企業について均等でなければ
ならず，しかも消費者の限界代替率とも等しくなければならない。すなわち，
「全主体の限界代替率の均等化」が， socialplannerによるパレート最適の必要
条件となる。
上記のことを具体的に説明してみよう。 Edgeworthのボックス・ダイアグラ
ムの例 (2人・ 2財）において，今，パレート最適な資源配分がおこなわれて
いるとする（すなわち，この資源配分は契約曲線上にある）。定義より，この状
態においては，一方を不利にすることなしに他方を有利にするような資源の再
配分は，もはや不可能である。このことは，取りも直さず，各人の無差別曲線
が互いに接していることを意味している。この無差別曲線の傾きこそが限界代
替率に他ならないので，パレート最適であれば，当然各人の限界代替率は互い
に等しくなければならないということがわかる。
(b)市場機構による全面的資源配分ー「自由放任」の究極形一
2-8式群・ 2-9式群の条件は，パレート最適な資源配分の状態を強制的
に作り出すという本制約条件付最大化問題自体の主旨からして，ある意味では
当然予測されたものである。真の問題点は，本制約条件付最大化問題で求めた
social plannerの「社会的」な最適化の条件（「全主体の限界代替率の均等化」）
と，市場機構において成立する各消費者・企業の「私的」な最適化の条件とに，
果たして違いがあるのかという点である。
というわけで，次に，資源配分が市場機構に委ねられたケースを考える。ま
ず，消費者の条件について考える。
各消費者による「私利私欲」の追求は，次のように定式化できる。
すなわち，価格ベクトル
?
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p = (Pi, …, Pi, …, Pm)4l 
を所与とした時の予算制約
m 瓦=~Pi Xu 
i•I 
〔瓦： i番目の消費者の所得（定数）5)〕
の下で， i番目の消費者が，自らの効用
U1=U1 (xu, …, Xu, …, X1m) 
を最大化することである。このための 1階の条件は，
(aU1/ axu)-,lP;= 0 (j = 1, …, m) 
である。上式群から， Lagrangian乗数入を相互に消去すれば，
MRS1,m= (aUi/ axu) / (aUi/ axu) =Pe/ P; 
ただし， MRS1J,e
（以上： 2-10) 
：第 i番目の消費者とっての，第いけの第j財に対
する限界代替率(i= 1, …, n; j, .e=l, …， 
m; jキ.e)
を得る。
同様にして，各企業による「私利私欲」の追求も，次のように定式化できる。
すなわち，価格ベクトル
P = (P1, …, Pi, …, Pm) 
と，生産関数
fk (ykl, ・・, YkJ• …, Ykm) = 0 
の下で， K番目の企業が，自らの利澗
m 
Ilk= l:Pi Ykl i・l 
を最大化することである。このための 1階の条件は，
Pげ μ(afk/aykj) = o (j = 1, ・・, m ; k = 1, ・・, r) 
である。したがって，上式群から， Lagrangian乗数μ を相互に消去すれば，
?
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MRSkJ/e= - (afk/ ayke) / (afk/ aykJ) =Pe/ Pi 
（以上： 2 -11) 
ただし， MRSk,J/。 ：第K番目の企業にとっての，第t財の第j財に対
する技術的限界代替率 (k= 1 , r,J,i= 
1, …, m; jキi)
を得る。右辺の価格が全主体に共通である以上，全主体の限界代替率の均等化
がここに達成される。言うまでもなく，これは2一(2)一①ー(a)で確かめたsocial
plannerの最適化条件と同値である。
このことは何を意味しているのであろうか。 socialplannerが「社会」を代表
して資源配分をおこなった場合でも，各消費者・企業が，所与の価格体系の下
で自律的にそれぞれの「私利私欲」の追求（効用最大化・利潤最大化）をおこ
なった場合でも，最適化のための条件は全く同じであり，同様にしてパレート
最適な資源配分が達成可能であるということである。仮に， socialplannerによ
る個人情報の収集・集約に，少なからずコストがかかるとするならば，後者に
よる資源配分が，前者に対して有効性を発揮することになるであろう。これが
すなわち厚生経済学の基本定理と呼ばれるものであり，市場機構（競争経済）
の有効性の一大根拠ともなっている。
②市場の失敗
2一(2)一①ー(b)においては，市場機構が効率的な資源配分を達成可能である
ということを見た。その通りであれば，あらゆる資源配分を自由放任のまま市
場機構にまかせれば良いわけであって，規制の存在理由などなくなってしまう。
しかし，最初に述べたように，市場機構がパレート最適な資源配分を達成する
ためには，あくまでも「いくつかの条件」を満たしていなければならない。そ
の条件を列挙すると以下のとおりである。
1. 独占が存在しないこと
2. 外部性が存在しないこと
， 
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3. 公共財が存在しないこと
4. 情報の非対称性が存在しないこと
5. 不確実性が存在しないこと
これらの条件が満たされない状態で，市場機構に資源配分を委ねれば，次節
以下で見るように，社会的な最適化条件との両立は不可能となり，結局，市場
機構は効率的な資源配分に失敗することになる。
これらの条件をすべて満たすような状態が，実際いかに非現実的なものであ
るかを考え合わせると，市場機構は，しばしば効率的な資源配分に失敗すると
言わざるを得ない。これを「市場の失敗」という。そして，この「市場の失敗」
を，公的機関が補完することによって，効率的な資源配分の達成を支援するこ
とこそが，規制の唯一の経済学的根拠なのである。
では，以降，上記各条件が満たされないケースについて分析をおこなうこと
とする。
(3)独占
2-10, 2-11式群の，個々の主体の最適化のケースは，あくまでも各主体
がpricetakerであることを前提としていた。すなわち，各主体が個々に消費・
投入•生産する財の量は，市場全体の需要•生産量から見ればごくわずかな量
でしかなく，それゆえに，個々の主体の行動が，単独では市場価格に影響を与
えることはないと仮定されていたのである。したがって，各主体は，市場全体
の財の需給で決定される市場価格の比に各自の限界代替率を受動的に合わせる
しかなく，結果として全主体の限界代替率の均等化が達成されるのであった。
ちなみに，一般均衡を別名「競争均衡」とも呼ぶが，ここでの「競争」という
のは，上記のように，「全体に対する個々の無限の小ささ」，すなわち量的競争
を意味しているのであって，価格的競争を意味しているのではない。
さて，この "pricetaker"という前提自体が非現実的なものであることは明
らかであろう。実際には，何らかの価格支配力を持つ主体が，多くの産業で見
10 
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受けられるからである。ここでは，その極端な例として，供給独占のケースを
考えてみる。
今， 2一(2)一①のケースの第1財の市場において，第1番目の企業がその供
給を独占しているとする。
まず，資源配分が市場機構に委ねられている場合を考える。この企業の利潤
最大化条件は次のようにして導出される。
m 
max Ilk= }: P; Yu (2 -12) 
Yu i•I 
subject to 
f1 (Yu, ・・, Y1i, ・・, Yim)= 0 
ただし， Pi : 第 1 企業が生産•投入する第 j 財 (y,i) の価格（第 1 企業は，
第2財以下の価格に対しては， pricetakerであるとする。す
なわち P=〔P,(yu), P2, …, Pi, …, Pm〕）
f, (・）= 0: 第1企業の生産関数
2-12式より，利潤最大化の 1階の条件は，
P, (1-1 / c) +μ(ati/ ayu) = 0 
Pけμ(af,/ayli) = o 
したがって，
MRSl,i/1 ＝一 (af1/ayu) / (af1/ aY1;) 
= P 1 (1 -1 / e) / P; 
(j = 2'…, m) 
(2 -13) 
MRS1,ue = - (af1/ ayu) / (af1/ ayll) =Pe/ Pi 
ただし，
(j , t), = 2, ・・, m ; jキ t),) (2 -14) 
μ: Lagrangian乗数
MRSl,j/1: 第1番目の企業にとっての，第1財の第j財に対
する技術的限界代替率 (j= 2'…, m) 
E: 第 1財の市場における需要の価格弾力性 (E> 
0) 
11 
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s=- (△ Yu/ Y11) / (△ P1/ P1) 
次に，資源配分がsocialplannerに委ねられている場合を考える。このよう
な供給独占が含まれるケースにおいても，彼の最適化条件の方は 2-8・2-
9式群と同じであるので叫
MRSk,j/e=-(afk/ ayke) / (afk/ ayk;)=Pe/P; 
したがって，第1企業の条件は，
MRS,.;,,= - (af,/ ay,,) / (af,/ ay,j) =P,/ P; 
である。
(2 -15) 
(2 -16) 
2-13, 2-16式より，市場機構において第1企業が私利私欲を追求した場
合の最適化条件と， socialplannerがパレート最適な資源配分を追求した場合
の最適化条件とは一致しない。したがって，上記のように， pricetakerでない
主体が含まれるケースにおいては，市場機構はパレート最適な資源配分に失敗
する。
〔供給独占への過程〕
さて，このような供給独占者が発生する原因を考えてみる。それは，大別し
て「費用逓減産業」と「共謀」の 2つのケースに区分できる。以降，各ケース
別に分析する。
①費用逓減産業
初期に巨額の固定費用の支出を必要とする産業においては，自然と供給者は
1社に絞られることになる。これを自然独占という。
すなわち，このような産業内の各企業の総費用関数が次のように表されると
する。
C(q) = F +~c(q)dq 
12 
ただし， C(q) : 企業の総費用関数
q : 企業の生産量
F: 企業の固定費用
C (q) : 企業の限界費用 (de/ dq> 0とする）
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この企業の平均費用を AC(q)とすれば，
AC(q)=C(q)/Q=F/Q+ {~c(q)dq} /q 
上式より，
dAC / dq = (-1 / qり{F-c(q)q+~c(q)dq} 
dAC/ dq< 0なら，この企業の平均費用は生産量に対して逓減することにな
るが，この条件は下式と同値である。
F >c(q)q-~ ~(q)dq 
となる。仮に， c(q)= qであるとすると，上記条件は
Q<国
となる。
すなわち，限界費用と比較して固定費用の巨額な産業においては，かなりの
生産量に至るまで，平均費用は逓減する。
ところで，平均費用が逓減するということは，いかなる帰結をもたらすであ
ろうか。これは，生産量が多いほどコスト的に有利になるということを示して
いるに他ならない。したがって，このような場合，企業規模を一定値以下に抑
制する歯止めは消失し，「全体に対する個々の無限の小ささ」という競争の定義
から逸脱する状況となる。すなわち，小企業の淘汰や企業間の合併が促進され，
ついには供給企業は 1社のみになってしまうであろう。また，固定費用の重複
支出を防ぐ意味からも，（独占に伴う deadweight lossを考えなければ），この
方が社会的にも望ましいと言える。このような産業の例としては，電気・ ガス
事業や電気通信事業などが挙げられる。
②共謀ーtacitcollusion-
供給者が1社だけになるということが，独占利潤を得るための唯一の条件で
はない。すなわち，供給者がある程度絞られてくれば，全員で申し合わせの上，
産業全体（供給者合計）の利潤を最大化する価格（独占価格）になるように生
産量を調整すれば良いのである。これを共謀という。もちろん，文字通りの「私
的独占」も含めて，先進各国とも，このような行為を法律（わが国においては
13 
14 闊西大学『経清論集』第46巻第1号 (1996年4月）
独占禁止法）によって原則的に禁止している。
しかし，法律で取り締まることのできるのは，あくまでも能動的な共謀への
「意思」であって，共謀という「結果」自体ではない。
Tirole (1988)は，永遠に操業し続けようとする企業が，産業内の同業者に
不利益をもたらすような行動（自社製品の単独値下げなど）を今期におこなお
うとする場合，時期以後の相手からの報復も考慮すると，このような行動が果
たして通時的な利益をもたらすかどうかを，部分均衡分析により考察している。
今，ある産業に，同質かつ同一規模のn社の企業が操業しているとする。各
社の生産する財は全く同質のものであるとする。現在の財の価格をザとし，こ
れは，偶然か意図的なものかは別にして，産業全体で独占利潤nmを得ることが
できる価格（独占価格）であるとする。したがって，各社の利潤はそれぞれnm
/nである。財の生産費用（平均費用）は各社とも 1単位当り Cで，生産量に
かかわらず一定とする（すなわち，固定費用は存在しない）。また， I町ま将来に
わたって不変であるとする。もし，今期ある企業が単独で値下げをおこなえば，
報復行動として，他社すべてが時期以降価格を Cまで値下げし，将来にわたっ
て，全社の利潤が消滅するであろうと，（自主的に）各社は予想しているものと
する。
この時，ある企業が単独で微小な金額 (1円）だけ値下げをして，今期の市
場を独占しようとしたとする”。この企業のdeviation(共謀破り）が通時的な
利益をもたらすための条件（この企業にとって deviationが合理的であるため
の条件）は，
今期のdeviationによって追加的にもたらされる利潤
こ他社の報復によって来期以降永久に失う利潤の割引現在価値
であるから，これを数式化すると，
= rrm - (rrm / n)~}: が mm/n) 
t•l 
ただし， o: discount factor 
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となる。上式より，
n-1;;:;;o/ (1-o) (2-17) 
という条件を得る。仮に，この産業が2社複占だとすれば， Il=2より，この
条件は，
0~1/2 
となる。将来収益に対する割引率を rとすると，
o= 1 / (1 + r) 
であるから，
この条件は，
r;:; 1 
と同値である。
すなわち，前述の産業が2社複占であるとすれば，将来収益に対する割引率
が100%以上にでもならない限り，いずれの企業も単独では値下げをしようとし
ないであろうということである。つまり，この産業における独占価格は永久に
維持されることになる。
このように，相手の報復を予想した上での，消極的かつ結果的な共謀を tacit
collusionという。また，上記のような，破滅的な報復をちらつかせた協力戦略
をtriggerstrategyという。この理論を発展させれば，現在，一部の産業で見
られる管理価格現象（全社一斉値上げ・価格の下方硬直性等）の分析に応用が
可能である。
なお，逆に， 2-17式から明らかなように，企業数nが多くなればなるほど，
deviationが通時的利益をもたらす可能性は高くなる。このことは，企業数が多
ければ多いほど，共謀を維持することが困難になるという経験的事実の一面を
裏付けている。これの極限的な状態として， n=oo (完全競争）を 2-17式に
代入すれば，割引率にかかわらずdeviationが支持されることになる。この場合
には，全企業が一斉に deviationをおこなうであろうから，産業は Bertrand均
衡（価格p= C)の状態となり，ここに産業の超過利潤は消滅する。このこと
15 
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は，ある意味では，競争と価格低下との因果関係を示しているとも考えられる。
(4)外部性
経済学における外部性とは，ある主体の行動が，市場を経由せずに他の主体
に（経済的な）影響を与えることをいう。
今， 2一(2)一①のケースにおいて，第2企業の投入あるいは生産する第1財
の量が，市場を経由せずに第1企業の生産に影響を与えているとする。すなわ
ち，第1企業の生産関数が，
f1 (Yu, …, Yll, …, Yim; Y21) = 0 
という形で表現されているとする。この場合， socialplannerが解くべき制約条
件付最大化問題は，以下のようになる。
max U1 (xu, …, Xii, …, X1m) (2 -18) 
Xu,Y,』
subject to 
U1 (Xu, …, X!J, …, X1m) =江
n r n 
~Xu =~YkJ +~Xu 
i・I k•l i・I 
f1 (yu, …, Yu, …, Yim; Y21) = 0 
fk (ykl, …, y囚, ・・・, Ykm) = 0 
???＝＝??、 、 ? ?n) 
m) 
(k = 2, ・・, r) 
2 -18式より，最適化条件は，
第2企業にとっての，第1財の第 j財に対する技術的限界代替率のみ，
MRS2J11 = - (af2/ ay2,) / (af2/ aY21) 
= (P1/ Pi) - (at,/ aY21) / (at,/ ay,1) 
(j = 2'…, m) (2 -19) 
という形になる（他は 2一(2)一①と同じ）。
一方，このような場合に，資源配分を市場機構に委ねるとどうなるであろう
か。企業1にとって， Y21は自己で操作可能な変数ではないし，企業2にとって
も，投入量Y21が企業1に与える外部効果と自己の利潤とは無関係である。した
16 
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がって，各主体の最適化条件は， 2一(2)一①と全く同一であるので，
MRS2J/l = - (af2/ ay2,) / (af2/ aY21) =P,/ Pi 
(2 -20) 
2 -19, 2 -20式より， socialplannerの最適化条件と，市場機構における第
2企業の最適化条件とは一致しない。したがって，このように外部性が発生し
ているケースにおいても，市場機構はパレート最適な資源配分に失敗する。
(5)公共財
（純粋）公共財とは，非競合性と非排除性とを併せ持つ財のことをいう。非
競合性とは，同一財を複数の消費者が同時にかつ同一量だけ消費でき，しかも
ある消費者が消費しても，他の消費者がその分消費できなくなることがない性
質をいう。非排除性とは，財の消費に対して対価を支払わない者を，その財の
消費から排除することが不可能（困難）であるという性質をいう。
消費者数がn人の社会において，私的財の社会的総消費量と，各消費者の消
費量との関係は，
n 
X戸 ~Xu
i•l 
で表されるのに対し，公共財の場合は，
Xi=xu=…=xu=…=xnj 
ただし， Xi:第 j財の社会的総消費量
Xu: 第 i消費者の第 j財の消費量 (i = 1, …, n) 
となる。このような公共財の例としては，放送サービス，防犯・防災サービス，
国防・外交業務などが挙げられる。
今， 2一(2)一①のケースにおいて，第1財が公共財であるとする。すなわち，
各消費者のこの財の消費量は，
Xu=…=xu=…=xa,=X, 
17 
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この財の需給均衡条件は，
r 
X戸}:Ykt 
k•l 
となる。
この場合に， socialplannerが解くべき制約条件付最大化問題は，以下のよう
になる。
max U1 (X1, X12, …， X!J, …, X1m) 
x,,,y., 
subject to 
U1 (X1, X12, …, Xu, …, X1m) =汀
r 
X戸}:Ykl 
k•l 
n r n 
~X!j =~Yki +~X!j 
i•l k•l i•l 
fk (ykl, ・・・, YkJ• ・， Ykm) = 0 
(2 -21) 
( i = 2, ・，
??．．?????＝＝??·~、し
n) 
m) 
r) 
2-21式より最適化条件を求めると，消費者に関する条件のうち，第1財に
関する部分のみ，
n n 
~MRS1,j/1=~{(aU1/oX1) / (aU1/oxu)}=P1/Pj 
1°! i叶
という形になる
( j = 2 ' ・，
（他は 2一(2)一①と同じ）。
m) (2 -22) 
一方， このような場合に，資源配分を市場機構に委ねるとどうなるであろう
か。 (4)と同様にして，各主体の最適化条件は，
したがって，
2一(2)一①と全く同一である。
MRS1,;11= (aUi/ aX1) / (aU,/ axu) =P1/ Pj (2 -23) 
2-22, 2-23式より， socialplannerの最適化条件と，市場機構における各
消費者の最適化条件とは一致しない。 しかも， それ以前の問題として，公共財
の持つ非排除性により，対価を支払わない消費者を市場から排除することも困
18 
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難である。したがって，このように公共財が存在しているケースにおいても，
市場機構はパレート最適な資源配分に失敗する。
(6晴報の非対称性ーAkerlofの "Lemonsproblem" -
経済学における情報の非対称性とは，財の品質等に関して，売り手と買い手
との間に何らかの情報不均衡が発生している状態をいう。 Akerlof(1970)は，
このような場合においても，市場機構は最適な資源配分に失敗することを示し
た。彼の提示したモデルは， "Lemonsproblem" (Lemonsとは，粗悪中古車の
こと）と呼ばれるものであるが，ここでは， Tirole(1988)によって脚色された
ものを用いて説明する。
問題簡便化のため，ここでは部分均衡分析をおこなうものとし， 1人の売り
手と 1人の買い手とから成る社会を考える。取引される財は，現に売り手が使
用中の財（つまり中古品） 1単位のみとする。そして，双方の総効用関数を次
のように定義する。
（取引しない時）
（取引する時）
売り手： U戸 0,s 
U戸 P
買い手： U2= 0 
U2= 02 s 
（取引しない時）
（取引する時） （以上： 2-24) 
ただし， u,:第 i人の総効用 (i=l, 2) 
e,: 第 i人の tasteparameter (売り手・買い手双方に既知）
s : 数量化された，この財の品質（買い手はこれを知らないものと
する）
P: この財の取引価格
すなわち， Sを売り手のみが持つ情報とすることで，本節の主題である「情
報の非対称性」をモデルに組み込んでいるのである。
2-24式群より，双方の余剰（総効用ーコスト）は以下のようになる。
売り手： W戸 81s (取引しない時）
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W1=P （取引する時）
買い手： W2= 0 (取引しない時）
W2這 s-p (取引する時） （以上： 2-25) 
つまり，売り手にとっては，この財を取得・維持するためのコストはすでに
回収済であるので，この財を所持していても，あるいは，手放しても全くコス
トはかからないとするのである。双方の余剰の合計が社会的厚生 (W)である
とすると， 2-25式群より，それは次のように表すことができる。
W=81 s (取引しない時）
W這 s (取引する時）
82>81であれば， Sの値にかかわらず，この財の取引は社会的に望ましいことに
なる。
では，情報の非対称性は，この財の取引にいかなる影響を与えるであろうか。
財の引き渡しまで真の品質 Sを知り得ない買い手としては， Sを価格Pから推
定するしかない。したがって，彼の期待余剰は，
あSa (P)-P 
ただし， Sa(P) : 買い手が推定するこの財の品質の期待値
となる。
(2 -26) 
買い手の具体的な推定の内容は次のとおりである。もし，売り手が価格Pで
財を売るのならば，必ず
p~81 s 
でなければならない。したがって，
〇 ~s~P/81
となり，品質 Sの分布の範囲が，買い手に明らかとなる。この範囲内で Sは一
様に分布しているとすれば， Sの期待値は，
Sa (p) = (1 / 2) (p / 81) = p / (2幻 (2-27) 
となる。
さて，両者の間で取引が成立するためには， 2-26式の買い手の余剰も非負
20 
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でなければならない。すなわち，
02 Sa (P)ー p;;0 (2 -28) 
2-28式に 2-27式を代入して整理すると，
02;; 2。l (2 -29) 
という条件を得る。
上式はいかなることを意味しているのであろうか。すなわちこれは，買い手
のtasteparameterたるみが，
01<ぁく 201 
の範囲にあれば，取引自体は社会的に望ましい (01<幻ことであるにもかかわ
らず，取引が決しておこなわれない偽く 201) ことを意味する。つまり，買
い手のtasteparameterが売り手のそれをよほど大きく上回っていない限り，
取引はおこなわれない。すなわち，情報の非対称性が存在する時にも，市場機
構は最適な資源配分に失敗するのである。
上記モデルを発展させれば，中古品市場のみならず，不動産・金融・保険市
場など，情報の非対称性にもとづく moralhazard発生の可能性のあるすべて
の市場に応用することが可能となるので，情報の非対称性の存在は，これらの
産業の公的規制の存続を主張する人々の有力な根拠となっている。
(7)不確実性一異時点間における最適化問題一
経済学において不確実性とは，将来財の価格が現時点で確定し得ないことを
いう。 (6)の情報の非対称性との違いは， (6)では，同一時点における各主体間の
情報不均衡が，静学的な資源配分に与える影響を問題としたのに対し，本節で
は，各主体が等しく直面する将来財の価格の不確実性というものが，異時点間
における動学的な資源配分にいかなる影響を与えるかを問題とするということ
にある。
言うまでもなく，各主体は， 2-(2)一①ー(b)のように現時点のみの最適化を
目的として行動しているわけではない。すなわち，それぞれ，現在のみならず
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将来も視野に入れた，何か通時的な最適化を目的として行動していると考えら
れる。消費者の貯蓄行動や企業の投資行動はその一つのあらわれであろう。
異時点間の最適な資源配分がいかなるものになるかを考えるには， 2一(2)一
①のケースで，時点を「現在」と「将来」という 2期に分割し，「現在財」の他
に「将来財」というものを新たに仮定するだけで良い。なお，財の種類は，各
期に共通であるが，価格は期ごとに異なっているものとする。
まずsocialplannerに資源配分が委ねられた場合を考える。この場合，「将来
財」というものが新たに加わった以外は，彼が解くべき制約条件付最大化問題
は従来と全く同じである。したがって， 2一(2)一①ー(a)と同様の過程を経て，
各消費者の限界代替率と，各企業の技術的限界代替率との均等化という最適化
条件が導出される（当然のことながら，代替は「現在財」・「将来財」の区別な
くおこなわれる）。
一方，このような資源配分が市場機構に委ねられた場合はどうなるであろう
か。 2一(2)一①ー(b)と同様に考えると，各主体が最適化をおこなうためには，
すべての財の価格が現時点において確定していなければならない。すなわち，
「現在財」のみならず，「将来財」の価格も，現時点で確定していなければなら
ない。
しかし，先物市場のある一部の財を除き，将来の価格が現時点で確定してい
るような財は，現実にはほとんど存在しない。将来財の価格が確定していない
とすれば，各消費者・企業とも，現時点では，最適な消費・生産計画を立てる
ことが不可能となる。無論，現時点で将来の価格を予想し，これを代用する方
法も残されているが，予想はあくまでも予想であり，将来に，予想よりも有利
な価格が実現されようと，不利な価格が実現されようと，予想価格と実現価格
とが乖離する限り，それは最適な計画ではなくなってしまう。また，各主体が
それぞれ独自の将来価格を予想すれば，価格比は各主体に共通ではなくなり，
その結果，パレート最適の必要条件である各主体間の限界代替率の均等化は，
もはや達成されなくなる。このように，将来財の価格に対する不確実性が存在
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すれば，市場機構は最適な資源配分に失敗する。
だが，実際問題として，不確実性の全く存在しない財など皆無である。上記
の理論をそのまま現実の状況に適用すれば，（将来の価格が現時点で確定してい
ないという意味で）あらゆる財の市場が最適な資源配分に失敗しており，それ
ゆえ，すべての財を公的機関が供給すべきであるということになってしまう。
しかし，これはいささか短絡的な議論に過ぎよう。
前節までの議論と，本節の不確実性の議論とが決定的に異なっているところ
は，前者の対象があくまでも一部の財の市場に過ぎなかったのに対し，後者の
対象は，「すべての財の市場」に及ぶという点である。だが，いかに公的機関と
いえども全知全能の「神」ではない。たとえ，市場機構に代わり socialplanner 
が資源配分をおこなったとしても，天変地異や突発的事故等を含めた不確定要
素を，すべての主体と財について予測することは不可能である。したがって，
各主体の効用関数・生産関数が将来にわたって不変であるという保証はなく，
あらゆる将来財の需給均衡を現時点で確定させることなどできない。この意味
で， socialplannerさえもが，不確実性の前においては，「失敗」を余儀なくさ
れているのである。
また， (2)で述べたように，このような socialplannerによる資源配分には，
莫大な情報収集コストがかかることを考慮すれば，むしろ，上記の理論の示唆
するところは，各主体による異時点間の最適消費・生産計画の実現を支援する
ような環境を公的機関が整備すべきであるということであろう。
具体的には，消費者の貯蓄および企業の投資に直接関連する金融・証券市場
や，確実性を商品化する保険市場，貯蓄•投資の対象の一つでありかつ各主体
に及ぼす影響の大きい不動産市場などに対象を絞り，公的機関がその安定的な
発展に寄与するような規制をおこなうという形式が考えられる。
(8)理論的に「規制」されるべき産業
前節までにおいては，まず，「いくつかの条件」の下で，市場機構がパレート
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最適な資源配分を達成可能なことを見た。そして，その条件自体が，ある意味
では非現実的なものであり，実際には，市場機構が最適な資源配分に失敗する
ケースが少なからずあることも確認した。そして，この場合，最適な資源配分
を達成するために，市場への公的機関の介入（「規制」）が必要であり，これこ
そが「規制」の経済学的根拠であると述べた。
では，上記「市場の失敗」の理論にもとづけば，具体的にはどのような「規
制」をおこなうべきなのか，また，その対象となり得るのは，どのような産業
なのであろうか。これを本節において分析する。
〔経済学的規制の具体的手段〕
上記「市場の失敗」を補うための規制を，「経済学的規制」と定義する。では，
これら経済学的規制は，具体的にはどのような手段でおこなわれるべきなので
あろうか。市場の失敗の要因別に，以下に簡潔に述べる。
(a)費用逓減産業
固定費用の重複支出を回避する意味で，平均費用が逓減する生産量の範囲内
においては， 1社による供給が社会的に望ましい。したがって， 1社による地
域的な独占供給を認める代わりに，独占均衡にならぬように，その価格設定に
対して公的機関が規制をおこなう。なお，その価格設定に関しては，限界費用
価格形成方式，すなわち
P=MC 
ただし， p: 規制価格
MC: 企業の限界費用
が社会的に最も望ましいことは自明ではあるが，平均費用が生産量に対して逓
減している時，すなわち， 2一(3)一①の
dAC/ dq< 0 
の時には，必ず
MC<AC 
であるので，このままでは供給企業に損失が発生する。これを回避するために，
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次善の策として，平均費用価格形成方式あるいは二部料金制度が用いられる。
(b洪謀
独占だけでなく，擬似的にそれを実現しようとする行為（「共謀」）も，原則
的に法律で禁止して独占均衡の発生を未然に回避する。他の規制と異なるとこ
ろは，この規制の対象がすべての産業に及び，しかも「禁止」以外の能動的な
規制の形態を持たないことである。
(c)外部性
2-19式が成立するように，すなわち社会的な便益および費用と，私的なそ
れとが一致するように，適切な補助金の交付あるいは賦課金の賦課（課税）を，
公的機関がおこなう。
(d)公共財
それぞれの限界代替率に相当する額を各人から徴収することが可能であれ
ば， 2-22式より，この時点でパレート最適な資源配分は達成される。しかし，
各人に自己の限界代替率を正直に申告するインセンティブはないであろうし，
それ以前の問題として，非排除性のため， freeriderを市場から排除することも
不可能である。
したがって，いかなる方法によろうとも，市場機構を通じての供給がもはや
不可能であるので，公的機関が直接供給をおこなう。当然，そのための費用は
税金でまかなわれることになる（ただし，放送事業については，広告を絡めた
スポンサー制度あるいはスクランブル放送により民営供給が可能）。
(e情報の非対称性
財の品質に関する情報が非対称的にならぬよう，公的機関が，（特に）供給者
に情報の開示を義務付け，それが履行されているかどうかを監督する。
(f)不確実性
異時点間の資源配分に大きな影響を与える金融・証券・保険・不動産市場の
安定的かつ円滑な運営のため，公的機関が監督・指導をおこなう。また，不確
実性を軽減する効果のある先物取引•投機的取引を奨励する。ただし，これら
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の取引は多分に「両刃の剣」となり得るので，同時に公的機関による監督・指
導を要する。
〔「経済学的規制」の対象産業〕
前述のように，「経済学的規制」の根拠は，公的機関が「市場の失敗」を補う
ことにより，最適な資源配分の達成を促進することにあった。では，これら「市
場の失敗」の要因を内在する財の市場は，わが国においていかに「規制」され
ているのだろうか。この現状を，「市場の失敗」の要因別に整理したものが表2
-1である。
（表 2-1)
「市場の失敗」 市場（産業） 「規制」の内容の要因
費用逓減 電気事業 各事業法により、事業開始時には、事業の許可
産業 ガス事業 （免許）を所管官庁より受けなければならない
独占 電気通信事業 （電気・ガス事業については事実上の地域独占
鉄道事業 が認めれている）。価格（料金）の設定について
水道事業 も、その都度認可（あるいは届出）が必要。
土/ 謀 （原則）全産業 独占禁止法によって原則的に禁止されている。
外部性 公害関連産業他 外部性の種別（外部経済・外部不経済）によっ
て、補助金の交付あるいは賦課金（または税）
の徴収を規定する法律が個別に制定されている
公共財 交通網整備・運営 放送事業を除いて、ほとんど公的機関によって
（道路・橋他） 直接運営されている。放送事業については、電
外交・国防・警察 波法の規定により、事業開始時に所管官庁の免
海上保安・防災・ 許が必要。有料放送の料金は、放送法の規定に
公園（景観保護） より、所管官庁の認可が必要。
他全公共部門
放送事業
情報の非対称性 金融業・証券業 各「業法」によって、産業ごとに、事業にかか
不動産業・保険業 わる許認可事項や事業者の義務等が定められて
いる。
不確実性 金融業・証券業・ 同上
不動産業・保険業
表2-1における、対象産業の選出は次の基準による。
(a) 費用逓減産業：関係論文にもとづき、多くの経済学者の間で費用逓減産業と認められている 5産業を選
出した。
(b) 共謀：独占禁止法の対象は、原則的に全産業となっているため、それにもとづいた。
(c) 外部性：外部性は、あらゆる産業で生じる可能性があり、しかも、産業を特定して規制する法律も存在
しない。このため産業を特定化しなかった。
(d) 公共財：公共財の定義にもとづき、公共サービスを供給するあらゆる部門および放送事業を対象とした。
(e) 情報の非対称性：本来、財の供給者と需要者の間に、財の品質に関する情報の不均衡が存在するような
産業すべてが対象であるが、本論文では、このような産業のうち、需要者の健康•安全にかかわるような
問題の存在するもの（医療・製薬業など）は、社会的規制の対象として除外した。
(f) 不確実性：異時点間の資源配分（投資・貯蓄）に関連する産業とした。
（以下次号掲載）
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注
1)厳密に言えば，「一般均衡モデル」とは，「すべての財の直壁を同時に均衡させるような価
格ベクトルが，経済学的に意味のある（負の要素を全く含まない）形で存在するかどうかを
分析するミクロ経済モデル」のことであるので，このような墾狸の究極形を示すモデルをこ
う呼ぶのは不適切かも知れない。しかし，本論文においては， 2-3式の意味（すべての財
の需給一致）に由来するものとして，便宜的にこれを「一般均衡モデル」と呼ぶこととする。
2)一般的には，この最適化条件は，十分条件ではなく必要条件であることに注意されたい。
すなわち，最適化条件を満たすような (xu,YkJ)が存在しているとしても，それらがすべ
て最適解であるとは言えない。しかし，ある (xo,YkJ)が最適解であるならば，それは必
ず最適化条件を満たしていなければならない。なお，このような最適解は必ずしも unique
に決定されるとは限らない。
3)厳密に言えば，第£財と第 j財の投入・産出の区別によって，この呼称は異なる。これを
「技術的限界代替率」と呼ぶのは，第i財・第 j財ともに投入物の場合である。ちなみに，
第0財・第 j財ともに産出物の場合は，「限界変形率」と呼び，第0財が投入物で第 j財が
生産物の場合は，「限界生産性」と呼ぶ。なお，限界生産性の場合のみ， 2-9式の中央の
辺の符号は正となる。
4) この価格ベクトルPと， 2-5式の各財の需給均衡条件式にかかる Lagrangian乗数ベ
クトルPとは，事前的には，独立したものであると考える。無論， 2-5式から尊出される
最適化条件と，本問題におけるそれとは同値であることが後に明らかとなるので，この両者
は事後的には一致する。
5)厳密に考えれば， R,は定数ではなく， i番目の消費者が初期に保有する財の資産価値合計
(LP; 元）と，企業から同人へ支払われる賃金および企業利潤から同人への配当との和に
i•l 
なる。しかし，企業利潤がすべて消費者に配当されると考えるならば，最適化条件は2-10
式と同値になる。
6)第1財の供給が第1企業に独占されている場合， 2-3式群のsocialplannerの制約条
件のうち，第 1財に関するものがLX11=Y11+ L X11と変更されることになるが，このよう
な変更は，彼の最適化条件に全く影響を与えない。
7) これまでの分析とは異なり，この例においては，企業は価格的競争をおこなうと仮定され
ている。
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